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１．本計画の位置づけ



5



6

（１）各取組と町の上位計画、政策との関連性

• 本計画は厚真町第四次総合計画改定版を最上位とし、それに紐づく厚真町地球温暖化対策実行計画ならび
に厚真町都市計画マスタープランに紐づく形で取りまとめたものである。

• また、本計画は、本町の地域課題や再エネポテンシャル等をベースに今後のまちの脱炭素実現に向けたコンセプト
や方向性（ポイント）をとりまとめた「厚真町地域再エネ導入戦略」（令和４年9月に策定） を包含する形と
なっている。

• 本計画においては、上記戦略内の脱炭素に向けたポイントから導出した９つの取組について、その具体的な内容
をとりまとめたものである。また、９つの取組については、本町の次期総合計画や総合戦略に反映し、今後の本町
の脱炭素・まちづくり推進に向けた具体的な施策として明確に位置付け、実現を目指すものである。

• なお、本計画は、北海道庁の「ゼロカーボン・ビレッジ構築支援事業費補助金」を活用するとともに、町内外の関
係者から構成される「厚真町地域脱炭素推進委員会」からの助言等を受け、策定したものである。

各取組と町の上位計画、政策との関連性

出所：厚真町作成

■ポイント③：
「官民連携による脱炭素化の
推進と新たな脱炭素産業の育
成」

■ポイント②：
「エリアの魅力・付加価値の向
上と脱炭素化」

■ポイント①：
「森林資源を活用した脱炭素
化と森林再生」
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■ポイント➁：「官民連携による脱炭素化の推進と新たな脱炭素産業の育成」の具体的なイメージ
• 町内の温室効果ガス大規模排出事業者の脱炭素化に必要となる技術、サービス等の官民連携による協働

検討基盤を構築しながら、併せて新たな脱炭素ビジネスの可能性も検討。
• 水素、アンモニアの製造拠点化、水素や民間のバイオマス発電所からの排熱、CO2、液肥等の利用によるサス

テナブルな農業モデル実現、脱炭素化を進める新たな事業体設立とサービスの提供等。

■ポイント①：「エリアの魅力・付加価値の向上と脱炭素化」の具体的なイメージ
• 検討中のゼロカーボンビレッジ構築時や主要公共施設、事業所や住宅の建替時における脱炭素化と災害対

応機能、周辺サービス付加による魅力、付加価値化の創出。
• 最新省エネ技術、太陽光発電、蓄電池、電気自動車の導入（ZEB、ZEH化含む）や水素の利活用を進

めるとともに、運送の電動化と自動化、ドローンの活用等を進め、住民サービスの維持・向上。

■ポイント③：「森林資源を活用した脱炭素化と森林再生」の具体的なイメージ
• 北海道胆振東部地震における土砂災害による倒木林や損傷を受けた樹木、毎年の山林のバイオマス成長

量、間伐等の際に搬出される材の有効活用。
• 新規のゼロカーボンビレッジを含め、熱源として木質バイオマスボイラ等を町内で積極導入。

官民の力で、地域の豊かな自然を再生、利活用するスマートで強靭な
ゼロカーボンシティあつまの実現

• 厚真町地域再エネ導入戦略においては、地域の特性等から、本町で目指すべきゼロ・カーボン実現に向けた方向性
（ポイント）を大きく３つに整理した。

• １つ目は、「エリアの魅力・付加価値の向上と脱炭素化」ということで、検討中のゼロカーボンビレッジ構築時や主要公
共施設、事業所や住宅の建替時における脱炭素化と災害対応機能、周辺サービス付加による地域（エリア）の魅
力、付加価値化の創出を目指す点である。

• ２つ目は、「官民連携による脱炭素化の推進と新たな脱炭素産業の育成」である。具体的には、町内の温室効果ガ
ス大規模排出事業者の脱炭素化に必要となる技術、サービス等の官民連携による協働検討基盤を構築しながら、併
せて新たな脱炭素ビジネスの可能性の検討を進める点にある。

• ３つ目は、「森林資源を活用した脱炭素化と森林再生」である。具体的には北海道胆振東部地震における土砂災
害による倒木林や損傷を受けた樹木、毎年の山林のバイオマス成長量、間伐等の際に搬出される材の有効活用、新
規のゼロカーボンビレッジを含め、熱源として木質バイオマスボイラ等を町内で積極的に導入していくといったものである。

• これらの取組みを実現することで、「官民の力で、地域の豊かな自然を再生、利活用するスマートで強靭なゼロカー
ボンシティあつま」の実現を目指していく、としている。

本町が目指すゼロ・カーボン実現に向けた方向性

出所：「厚真町地域再エネ導入戦略」

参考①：「厚真町地域再エネ導入戦略」でとりまとめた本町が目指すゼロ・
カーボン実現に向けた方向性
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参考➁：「厚真町地域脱炭素推進委員会」の概要

• 前述のとおり、本計画書については、「厚真町地域脱炭素推進委員会」において、その内容を議論のうえ策定され
た。

• 委員会は本町内の住民、町内外の民間企業、有識者、町職員、行政機関等から構成され、会合は2回開催さ
れた。

委員会の概要

内容（案）

※詳細は貴町とご相談のうえ決定

会議体名称 厚真町地域脱炭素推進委員会

開催目的 計画内容の確認、審議

会議開催場所 第１回：厚真町総合福祉センター ※一部、オンライン参加者あり

第２回：厚南会館 ※一部、オンライン参加者あり

実施回数、

時期

全２回

・第１回：令和5年２月３日（金）

・第２回：令和５年３月16日（木）

参加者 上図のとおり

厚真町事務局

計画策定に関する
専門アドバイザー

支
援

まちづくり推進課

委員

町民

地元内外事業者

電力会社

学識者

地域金融機関

厚真町関係者

提言等

計画内容に関する
各種報告等

環境省、北海道庁関係者

出所：厚真町作成
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２．脱炭素からみた町の特性
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• 温暖化対策を取り巻く外部環境は日々変化しており、環境・経済・社会の各側面から時勢に合致した施策の推
進が求められる。

• 特に再エネ周辺では、市場の創設、規制緩和、法律の制定など、目まぐるしく情勢が動いており、情報を理解しつつ
民間と連携し、再エネの普及を脱炭素のみならず地域経済促進やレジリエンス機能強化のチャンスとして捉えること
が重要となる。

（１）脱炭素に関する政策動向等

市場

・ESG投資、TCFD
・企業におけるRE100の機運上昇
・国内の業界団体のCO２削減の取組み
・低炭素モビリティとCASE

政策

・国際動向（SDGs、パリ協定等）
・気候変動対策
・エネルギー基本計画
・グリーン成長戦略
・再エネ大量導入
・調整力確保
・レジリエンス強化
・投資予見性確保
・インフラ整備
・炭素排出削減

・災害時のエネルギー安定供給
・電力システム改革と地域エネルギー事業

社会

・電力分野でのデジタル化
・再エネ電源の低コスト化
・産業のグリーントランスフォーメーション（GX）化

技術

2050年CN実現の
ための徹底した

脱炭素

• パリ協定を契機とし、日本においても2050カーボンニュートラル、2030年温室効
果ガス46％削減が政府目標に。

• 達成のためにはエネルギー構造・産業構造の大幅な転換が求められ、達成のため
政策が総動員される見込み。

環境と経済成長の
好循環

地域における
脱炭素の進展

• 全国702自治体がゼロカーボンシティを宣言。
• 本町含め、自治体にはこれまで以上に高い目標設定が求められる（道庁は「ゼロ
カーボン北海道」を掲げ、道内市町村にも同様の取組を期待）。半面、脱炭素先
行地域等先進地域等に選定されれば国の集中的な支援が期待できる。

再エネ大量導入に
向けた環境整備

• 北海道は再エネの導入ポテンシャルが非常に大きいにもかかわらず、系統制約や余
剰電力の活用が課題・障壁となってしまう懸念があった。

• 日本版コネクト＆マネージや水素利活用の進展によりこれらの課題が一定程度解
消され、本町においても将来的により大規模に再エネを導入できる可能性がある。

新たな官製市場の
出現

• 容量市場・需給調整市場での取引結果は新電力の経営に思いがけない影響を
与える場合がある。

• 特に今後本町が自治体新電力の立ち上げ等を検討する場合には、今後も動向の
注視が必要である。

新たなビジネスモデル
の出現

• 配電ライセンス制度、特定卸供給事業（アグリゲーター事業）制度等が開始。
• 法改正により平時・災害時ともに電力データの活用が可能に。次世代スマートメー
ターの検討も進み、新たなビジネスの創出が期待される（災害時の的確な避難誘
導、空き家の把握、高齢者の見守りなど、行政の高度化も期待できる）。

• グリーン成長戦略等では脱炭素と経済成長の両立が施行される。
• RE100やTCFDなど、脱炭素が投資基準の一つとなり、適応できない企業は市場
から淘汰される恐れも。他方で、GX等、脱炭素をビジネスチャンスととらえる動きも
活発化しており、企業の環境分野への積極的投資が期待できる。

脱炭素に関する政策動向等

出所：厚真町作成
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• 本町は町内に北海道電力苫東厚真発電所が立地することや、農業が基幹産業となっている点が特徴となっている。
• また、再エネポテンシャルについては、再エネ供給量が需要量を上回る地域とされる。
• 本町では平成30年に北海道胆振東部地震により甚大な被害を受け、特に、地震直後には本町を含む道内ほぼ全
域の295万戸が停電する、国内初のブラックアウト（全域停電）を経験した。また、本町の特徴である山林も地震に
よる法面崩壊により大きな被害を受けた。

項目 特性概要 課題

自然環
境特性

地勢・立地 • 新日本海フェリーが運航する埠頭が立地している • 新日本海フェリーと連携し、運輸部門（特に船舶）
での脱炭素化が必要

土地利用 • 町の総面積の約70％が森林 • 木質バイオマスの有効活用の可能性がある

気候 • 道内では積雪は少なく、比較的温暖で日照時間が長
い

• 太陽光発電の導入可能性がある

社会経
済特性

人口 • 人口減少、少子高齢化が進行している • 定住促進や雇用創出にも資する取組の検討が望まし
い

農業 • １次産業就業者数が多く、基幹産業は農業である
• ハスカップ、稲作が名産品、近年ハスカップの作付面積

と生産量は微減傾向にあったが、品種改良で生産量
が伸びる見通しである

• 農業戸数、農業者数は減少しており、高齢化と後継
者不足が進行している（※）

• 農作業の省力化、農産品の高付加価値化がより重
要になることが想定されるため、農業分野の脱炭素化
と生産性向上の双方に資する取組が求められる

林業 • 被災からの森林機能回復、従業者の高齢化、町産
木材の域外流出の課題がある（※）

• 作業の機械化、木質バイオマスの利用など木材資源
の高付加価値化に資する取組が求められる

工業、商業 • 従業者数、出荷額/販売額ともに減少しており、脆弱
である

• 産業振興による経済活動の振興を進めるとともに、脱
炭素との両立を図ることが肝要である

エネルギー • 北海道電力苫東厚真発電所（石炭火力発電所）、
石油備蓄基地が立地している

• エネルギー代金流出抑制、エネルギー地産地消による
地域内経済循環の促進が求められる

まちづくり • 市街地中心部と居住地が離れており、公共交通機関
の利便性が悪い

• 胆振東部地震の経験から、安全・安心なまちづくりへ
のニーズが高まっている

• 利便性が高く小回りが利く交通手段に切替えて、自
動車依存度を少なくする検討をしつつ、移動手段の
脱炭素化を図ることが望ましい

• 非常時に利用できる電力等の社会インフラの整備、
町のレジリエンスの強化が必要

交通 • 自動車が主要な移動手段であり、利用者が少ない路
線バスや循環バス等の維持費が嵩む

（２）本町の地域特性、課題

※地域おこし協力隊が、農業・林業に従事し、そのまま厚真町に定住して就業を続ける事例も増えており、
高齢化や後継者不足が緩和される可能性もある

本町の地域特性、課題

出所：厚真町作成
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• 本町の令和元(2019)年度の温室効果ガス排出量は約67.1万t-CO2であり、平成21(2009)年以降は60
～70万t-CO2台で推移。エネルギー転換部門が約８割、次いで運輸部門が約１割を占めている。運輸部門
の８割程度は船舶が由来である。エネルギー転換部門と船舶の排出量は、特定企業の活動に大きく起因する
ため、町の施策によって削減することが困難である。

• エネルギー転換部門と船舶を除くと、令和元(2019)年度の排出量は約7.9万t-CO2であり、産業部門が約４
割、次いで業務その他部門が約３割を占めている。産業部門の排出量の過半は製造業が由来である。

※エネルギー転換部門の2019年度の排出量は未公表のため、過去10年間の平均値を暫定値として使用している。

排出部門・分野別CO2排出量（推計値）

全排出部門・分野

船舶（運輸部門）、エネルギー転換部門を除く

（３）本町の温室効果ガス排出量の現状及び将来推計 ①現状の概観

出所：厚真町作成
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【BAUケース①】
活動量（CO2排出量に影響を与える、部門別の指標）の変化のみを反映した成り行きシナリオ

• 2050年に向けて、全部門合計ではほぼ横ばい（微増）、船舶・エネルギー転換部門を除くと減少傾向となってい
る。

【BAUケース②】
①の条件に加えて、電力消費に伴うCO2排出係数が2050年に向けてゼロになるシナリオ

• 2050年に向けて、全部門合計では減少傾向、船舶・エネルギー転換部門を除くと2013年度の約半分まで減少
する予測となっている。

排出部門・分野別CO2排出量（推計値）

全排出部門・分野

BAU
ケース①

BAU
ケース②

（３）本町の温室効果ガス排出量の現状及び将来推計 ➁将来推計の概観

船舶（運輸部門）、エネルギー転換部門を除く

BAU
ケース①

BAU
ケース②

出所：厚真町作成
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１）本町の再エネ導入状況（年間予測発電量）
• 導入済みの再エネ設備による年間予想発電量は、合計で35,153MWhと試算され、その大半を10kW以上の太
陽光発電が占める。この値は、2019年度の町内の電力消費量（推計値）[49,148MWh]の約72％に相当す
る。

２）本町の再エネポテンシャル（年間予測発電量）
• 2019年度の町内の電力消費量の約216倍のポテンシャルがあると試算された。
• 電源種別では洋上風力発電が最も高く、次いで陸上風力、太陽光（土地系）が高いポテンシャルを占めている。
• ただし、風力発電については、陸上では自然環境、景観等についての配慮、また、洋上においては漁業関係者等と
の調整が必要であり、現時点での本町における推進に向けては超えるべき課題が多い。

上図：電源種別再エネ導入量（年間予測発電量）、下図：電源種別再エネ導入ポテンシャル（年間予測発電量）

（４）本町の再生可能エネルギーの導入状況、導入可能量

出所：厚真町作成
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３．地域脱炭素に向けて推進していく取組
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（１）取組の整理にあたっての考え方

• 厚真町地域再エネ導入戦略において整理された脱炭素に向けた方向性（ポイント）をもとに、本町の脱炭素に向
けた具体的な取組を以下の９つのプロジェクトに整理した。

• 次頁以降に各取組の概要を示す。

⑨

⑦

➁

③

⑥

➁⑤

⑤

（⑥）

⑤

①既存住宅ZEH化
町内の住宅について、太陽光発電（屋根設置）、蓄電池等により
ZEH化を推進。

④再エネ新規開発
農地、遊休地等において太陽光発電を中心とした、地域受容性が高い
再エネ電源を整備。

⑥スマート物流推進
令和5年度から実施予定の実証実験の結果も踏まえ、町南部、北部に
拠点を整備しスマート物流の仕組みを構築。

⑤マイクログリッド構築
上厚真地区の新規住宅街区開発、市街地エリア等においてマイクログ
リッド（配電事業）を実施。

実現を目指す取組 取組の概要

③ゼロカーボンビレッジ構築

（新規街区開発）

町内上厚真地区における新規住宅街区開発を実施。約80戸程度での
ZEH化等を進め、移住・定住促進とゼロカーボンの両立を実現。

②公共施設ZEB化
町庁舎の建替、厚南会館にて先行的にZEB化実施。効果等を確認し
つつ他の公共施設の大規模修繕時にZEB化推進。

⑦カーシェアリング推進
令和5年度から実施予定の実証実験の結果も踏まえ、町内市街地を
中心としたカーシェアリングの仕組みを構築。

⑨森林再生 町内北部山林からの間伐材の有効活用を促進。

⑧脱炭素農業推進
民間バイオマス発電施設からの液肥の利用やバイオ炭等を活用した脱
炭素農業を推進。

※①、④、⑧は特定のエリアを
限定せず実施。

取組の整理にあたっての考え方

出所：厚真町資料

出所：「厚真町地域再エネ導入戦略」
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（２）各取組の概要 ①既存住宅ZEH化

実施概要

住宅（一般住宅・公営住宅）における太陽光発電、蓄電池の導入（PPAモデル）、また、断熱性能

の向上等を通じてnet Zero Energy House（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の導入を進める。導

入にあたっては、町独自で普及を推進していくと同時に、道庁の支援等も受けながら、①断熱性能の向

上とその仕様及び施工方法の研究、②再エネ活用の研究と検証、も行いつつ「厚真版ZEH」、「北海道

版ZEH」についても開発を行っていく。

想定するエリア・場所 町内全域

事業実施時期（予定）
・令和５～7年度に実証研究

・令和６年度以降の本格順次導入（国庫補助に加算可能な補助制度を創設）

想定する再エネ設備等 太陽光発電（＋蓄電池）、地中熱ヒートポンプ等

主な脱炭素以外の効果
• 非常時の電力確保（レジリエンス機能の強化）

• 機能性・快適性の向上

実施主体想定
（PPA事業想定）

■場所提供：住宅所有者

■設置、電力供給：PPA事業者

■電力購入：世帯主

取組イメージ

【厚真版ZEHの研究開発の想定概要】

■研究・検証項目

①断熱性能の向上とその仕様及び施工方

法の研究

HEAT20 「G2」または「G1」相当の達成を

検討

②新エネルギー活用の研究と検証

特に水素活用、低コスト地中熱ヒートポン

プ冷暖房の導入等、太陽光発電の補完とし

て安定的にエネルギーを供給する設備の規

模及び能力の最適化を研究、検証する。

■事業期間等

①事業期間：令和５年度～令和７年度

末

②財源 ：北海道ゼロカーボン・イノベーション

導入支援事業

補助率 ２/３ 補助上限額：３億円

出所：上図：一般社団法人環境共創イニシアチブホームページ、
下図：環境省資料

ZEHのイメージ

PPA事業の仕組み



22

実施概要

町役場庁舎建替、厚南会館の改修時のZEB化を推進。その他の公共施設については、大規模修

繕時に合わせて、設備機器類の高効率設備更新及び断熱気密改修の段階的な実施、PPA事業

者と提携した再エネ設備導入も併せて進めることで消費エネルギーの50～75％削減を目指す

（ZEBready 相当の実現）。

想定するエリア・場所 町役場（建替）、厚南会館（改修） ※その他公共施設（大規模改修時に順次実施）

事業実施時期（予定）
■役場庁舎：令和６～７年度に設計・施工、8年度以降の共用開始予定

■厚南会館：令和５～７年度に設計・施工、8年度以降の共用開始予定

■その他：大規模改修時に合わせてZEBready 相当の実現

想定する再エネ設備等 太陽光発電、蓄電池、地中熱ヒートポンプ、EV充電スタンド、水素充填スタンド 等

主な脱炭素以外の効果 • 非常時の電力確保（レジリエンス機能の強化）

実施主体想定 町の公共事業として実施

取組イメージ

出所：環境省「ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ゼブ）ポータル」

ZEBのイメージ ZEBの類型

出所：環境省「ネット・ゼロ・エネルギー・ビル（ゼブ）ポータル」

（２）各取組の概要 ➁公共施設ZEB化
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実施概要
上厚真地区に新規の住宅街区開発を実施。民間戸建て住宅や町営の子育て支援住宅等を整

備し、移住者や定住者の増加を図るとともにゼロカーボンの実現も行う。

想定するエリア・場所 町内上厚真地区で計画中

事業実施時期（予定）

・土地取得手続き等を経て、令和５年度中に開発事業者選定（プロポーザルによる設計・施工・
運営（エリアマネジメント）の一体発注を予定）。

・令和６年度前半設計、同年度後半に施工、令和７年度一部供用開始。

・並行して子育て支援住宅の整備も推進。

想定する再エネ設備等

・太陽光発電、蓄電池、地中熱ヒートポンプ 等（商業施設においては燃料電池の導入も検討し、
排熱は周辺の融雪等に利用）

・EV充電スタンド、水素充填スタンド 等

主な脱炭素以外の効果

• 非常時の電力確保（レジリエンス機能の強化）
• 機能性・快適性の確保
• 移住者の増加
• 町のブランド力の向上

実施主体想定 官民連携事業を検討中

取組イメージ

出所：厚真町資料

計画中のゼロカーボンビレッジの計画案

（２）各取組の概要 ③ゼロカーボンビレッジ構築（新規街区開発）
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実施概要 町内における、太陽光発電所等、地域の再エネ電源の開発を行う。

想定するエリア・場所 町内遊休地、農地 等

事業実施時期（予定） 令和5年度以降 随時

想定する再エネ設備等 太陽光発電、太陽光発電によるグリーン水素 等

主な脱炭素以外の効果
• 非常時の電力確保（レジリエンス機能の強化）

• 町のブランド力の向上

実施主体想定
■開発：民間事業者

■小売販売：地域エネルギー事業体（新規設置） ※設立検討

■小売先（需要家）：公共施設、市内事業者、一般家庭 等

取組イメージ

出所：厚真町撮影

町内の既存再エネ電源（太陽光発電所）

町内農地

➁
Ｐ
Ｖ
設
置

地権者営農者

町内電力需要家

①融資

⑤融資返済

金融機関 発電事業者

行政
①補助金

④
売
電
収
入

③売電

⑤
営
農
支
援
金

⑤
地
代

電
力
小
売

売
電
収
入

地域エネルギー
事業体

営農型太陽光発電事業のイメージ（右：スキーム案、左：事例（垂直型の太陽光発電パネルのイメージ））

出所：厚真町作成

（２）各取組の概要 ④再エネ新規開発

太陽光パネル
（両面受光）

太陽光パネル
（両面受光）

太陽光パネル
（両面受光）

太陽光パネル
（両面受光）



25

実施概要
上厚真地区に建設予定のゼロカーボンビレッジ、また、将来的な厚南会館周辺において既存配電

網を活用したマイクログリッド事業（配電事業）を実施する。

想定するエリア・場所 ・上厚真地域、厚南会館周辺、役場庁舎等周辺。

事業実施時期（予定）

・ゼロカーボンビレッジ開発のタイミングに合わせて計画・実施（令和12年度までに実装目指す）

・厚南会館周辺についても令和12年度までに実装目指す。 ※将来的にはゼロカーボンビレッジと
一体的運用も

想定する再エネ設備等 太陽光発電、蓄電池

主な脱炭素以外の効果
• 非常時の電力確保（レジリエンス機能の強化）

• 町のブランド力の向上

実施主体想定
■運営：配電事業者（民間事業者） ※別途設立を検討する地域エネルギー事業体やゼロ

カーボンビレッジのエリアマネジメント会社が担う可能性も。

■サービス需要家：ゼロカーボンビレッジ内の一般家庭等の需要家

取組イメージ

出所：厚真町作成

事業スキーム案（ゼロカーボンビレッジ）
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配電網貸与費

配電網の運用・保守費

配電網

託送サービス

平時の配電網の運用・保守

代行サービス

電気

電気

電気

（２）各取組の概要 ⑤マイクログリッド構築
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実施概要
厚南会館を町内物流の集配拠点とし（大手物流事業者と連携）、集配拠点以降の町内集配を電

気自動車やドローン等の新技術を用いて実施する。

想定するエリア・場所

実証実験の結果も踏まえ上厚真地区を中心に開始（ドローンの飛行能力から設定）。ドローンに加

え、電気自動車を活用した陸送も含め、将来的には町内全域で実施予定（北部にも拠点整備を計

画）。

事業実施時期（予定）
実証事業の結果も踏まえ令和6年度以降に実装予定

（国の交付金を活用しつつ実装に向けて調整に入る）

想定する再エネ設備等
・太陽光発電（車両電源）、電気自動車

・蓄電池、充電ステーション、ドローン、（将来的には）自動配送ロボット

主な脱炭素以外の効果
• 持続的な物流網の確保（人手不足への対応）

• 新ビジネス創出機会の獲得

実施主体想定

■サービス開発、運営：民間事業者 ※別途、検討中のカーシェアリング運営事業者や設立を検討

する地域エネルギー事業体やエリアマネジメント会社が担う

可能性も。

■サービス需要家：町内住民、事業者

取組イメージ

【実証事業の想定概要】

・令和4年度末にドローンの飛行実験

を実施

・令和5年度より国の交付金を活用３

か年（令和5～7年度）かけて実証

実験を実施（圧南）。

・厚南会館を拠点に半径10km程度

実施（実証期間中はドローンは１

台（満充電で20km飛行可能）

出所：経済産業省「自治体のドローン・自動配送ロボット等の
利活用促進に向けた調査報告」

出所：石狩市ホームページ

物流の新技術（上：ドローン、下：自動配送ロボット）

（２）各取組の概要 ⑥スマート物流推進
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実施概要
町の公用車を空き時間に地域に開放する形でカーシェアリングを実施する。 ※詳細の事業モデ

ルは実証実験の結果もみて変更、確定

想定するエリア・場所 上厚真地区等、町内市街地中心

事業実施時期（予定）

実証事業の結果も踏まえ令和6年度以降に実装予定

※実証実験の結果をもとに、公用車解放型、MaaS事業型、観光用途型等の事業タイプを選

択予定。

想定する再エネ設備等 電気自動車、充電ステーション

主な脱炭素以外の効果
• 利便性の向上（自家用車の空きがない場合の利用）

• 所有によるコスト負担の削減

実施主体想定
■サービス開発、運営：民間専門事業者（町の委託or指定管理となる可能性） ※スマー

ト物流を運営する事業者と連携する形も検討

■サービス需要家：町内住民 等

取組イメージ

【実証事業の想定概要】

・令和5年度に半年～

１年間かけて道内自

動車メーカーと連携して

電気自動車を用いて実

証実験予定。

出所：小田原市 EV を活用した 地域エネルギーマネジメントモデル事業 中間レポート
https://www.city.odawara.kanagawa.jp/global-

image/units/486723/1-20210608094913.pdf

公用車を使ったカーシェアリングの事例（小田原市）

（２）各取組の概要 ⑦カーシェアリング推進
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実施概要 民間バイオマス発電施設からの液肥の利用等を推進する。

想定するエリア・場所 町内農地

事業実施時期（予定）
・民間バイオマス発電事業：令和5年度～7年度整備予定

・バイオ炭：実証実験に向けて調整中（時期未定）

想定する再エネ設備等
ー （液肥、バイオ炭等の農地散布）

※全自動の減水深管理システムの導入などスマート農業も併せて検討

主な脱炭素以外の効果
• 営農者の所得向上

• 農産物のブランド維持

実施主体想定
・液肥、バイオ炭製造：民間事業者（町内外の事業者の連携）

・利用（購入者）：町内農家

取組イメージ

出所：メタン発酵バイオ液肥利用の取組事例紹介（農林水産省 環境バイオマス政策課）

液肥利用の例

バイオ炭の効用（土壌改良剤としての活用）

出所：J－クレジット制度における「バイオ炭の農地施用」の方法論について
（農林水産省（2022年5月））

（２）各取組の概要 ⑧脱炭素農業推進
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実施概要 町内山林からの間伐材の積極的利用を図る（建材、ストーブ燃料等としての活用）。

想定するエリア・場所 町内山林（主に北部エリア）

事業実施時期（予定） 令和5年度以降

想定する再エネ設備等 • ペレットストーブ、薪ストーブ等

主な脱炭素以外の効果
• 山林整備の促進

• 林業家の収入向上

実施主体想定
■間伐：町および森林組合

■利用者：木工製造業、工務店等

■最終受益者：町内事業者、住民

取組イメージ

出所：北海道の森林・林業2020（国土交通省北海道局農林水産課）

木材の有効活用の方向性の例

（２）各取組の概要 ⑨森林再生エリア

薪ストーブの設置方法

出所：木質バイオマスストーブ環境ガイドブック（環境省）



30

⑦カーシェアリング推進

１．活用する再エネ設備

・太陽光発電

２．関連設備・インフラ

・電気ステーション（太陽光

発電充電式）

・電気自動車

⑨森林再生

１．活用する再エネ設備

・ペレットストーブ、薪ストー

ブ等

２．関連設備・インフラ

ー

３．その他

・間伐材の利用促進

①既存住宅ZEH化
１．活用する再エネ設備
・太陽光発電、地中熱ヒー
トポンプ

２．関連設備・インフラ
・蓄電池

④再エネ新規開発
１．活用する再エネ設備
・太陽光発電、水素

２．関連設備・インフラ
・（必要に応じて）蓄電池、
水素製造装置

⑧脱炭素農業推進
１．活用する再エネ設備
ー

２．関連設備・インフラ
－

３．その他
・液肥
・バイオ炭

出所：上図：一般社団法人環境
共創イニシアチブホームページ、
下図：環境省資料

出所：経済産業省「自治体のドローン・
自動配送ロボット等の利活用促
進に向けた調査報告」

出所：小田原市 EV を活用した 地域エネ
ルギーマネジメントモデル事業 中間
レポート

出所：メタン発酵バイオ液肥利用の取組事例紹介
（農林水産省 環境バイオマス政策課）

⑤マイクログリッド構築

１．活用する再エネ設備

・太陽光発電

２．関連設備・インフラ

・蓄電池

⑥スマート物流推進

１．活用する再エネ設備

・太陽光発電

２．関連設備・インフラ

・電気自動車、蓄電池、

充電ステーション、、ドロー

ン、（将来的な）自動配

送ロボット

出所：北海道の森林・林業2020（国土
交通省北海道局農林水産課）
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電気料金
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一
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送
配
電
事
業
者

配電網貸与費

配電網の運用・保守費

配電網

託送サービス

平時の配電網の運用・保守

代行サービス

電気

電気

電気
出所：厚真町資料

③ゼロカーボンビレッジ構築（新規街区開発）
１．活用する再エネ設備
・太陽光発電、地中熱ヒートポンプ
（水素）

２．関連設備・インフラ
・蓄電池、EV充電スタンド、
水素充填スタンド、（燃料電池）

３．その他
・VPP（エネルギーマネジメント）

出所：厚真町資料

➁公共施設ZEB化

１．活用する再エネ設備

・太陽光発電、地中熱ヒートポンプ

２．関連設備・インフラ

・蓄電池、EV充電スタンド、

水素充填スタンド

３．その他

・VPP（エネルギーマネジメント）

出所：環境省「ネット・ゼロ・エネル
ギー・ビル（ゼブ）ポータル」

（３）９つの取組の全体像 ①全町での取組

• 各取組をひとまとめにしたものは以下のとおりとなる。

９つの取組の全体像

出所：国土地理院空中写真をもとに厚真町作成
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参考：上厚真地区での取組実現後のイメージ

• 本町の脱炭素の取組におけるモデルケース構築に向け、その中心となる上厚真地区の取組実現後のイメージは以下
のようなものとなる。

• 上厚真地区で様々な脱炭素に向けた事業やサービスのモデル構築にチャレンジしていきながら、脱炭素効果が高く、
かつ事業継続性の高いモデルについては全町的な展開を図っていく。

上厚真地区での取組実現後のイメージ

出所：厚真町作成

 

ドローンによる配送

電動自動配送
ロボットによる宅配

【その他の取組】
・エリアマネジメント
・VPP
・マイクログリッド
・木質バイオマス（木質ペレットストー
ブや薪ストーブの導入推進） 等

電気自動車による
カーシェアリング、

物流機能

セロカーボンタウンのイメージ

ZEH改修促進

ZEH住宅の推進
（太陽光発電、
省エネ等）

物流、観光のハブ機能
（電気・水素ステーション併設）

H2
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４．各取組のCO2排出量の削減効果
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• 「３．地域脱炭素に向けて推進していく取組」で整理した事業のうち、CO2排出量削減効果、CO2吸収効果を
見込んでいる事業（「⑤マイクログリッド構築」以外の８事業）の削減効果・吸収効果を試算する。

• ZEH関連施策である「①既存住宅のZEH化」と「③ゼロカーボンビレッジ構築（新規街区開発）」のCO2排出量
削減効果を示す。なお本計画における「ZEH」は「ZEH Ready」 （エネルギー消費量50％減）相当を指してい
る。

• 「①既存住宅のZEH化」のZEH達成目標世帯数には、 「③ゼロカーボンビレッジ構築」以外の新築住宅における
ZEH化も含んでいる。

• 本町全体でのZEH達成目標世帯数は、2050年の世帯数予測値に対して、2030年に40％、2050年に
100％である。

（１）CO2排出量削減効果 ①ZEH関連

①既存住宅ZEH化

算定方法：世帯当たりCO2排出量[t-CO2/世帯]×ZEH達成目標世帯数[世帯]

家庭部門のCO2排出量（2019年度） 9,648 t-CO2

町内の世帯数（2019年度） 2,117 世帯

世帯当たりCO2排出量 4.6 t-CO2/世帯

町内の世帯数予測値（2050年度） 1,399 世帯

エネルギー消費量削減率 50%

2030年目標：ZEH達成世帯数割合 40%

2050年目標：ZEH達成世帯数割合 100%

2030年目標：ZEH達成世帯数 485 世帯

2050年目標：ZEH達成世帯数 1,324 世帯

2030年目標：CO2排出量削減効果 1,105 t-CO2

2050年目標：CO2排出量削減効果 3,018 t-CO2

③ゼロカーボンビレッジ構築（新規街区開発）

算定方法：世帯当たりCO2排出削減量[t-CO2/世帯]×ZEH達成目標世帯数[世帯]

家庭部門のCO2排出量（2019年度） 9,648 t-CO2

町内の世帯数（2019年度） 2,117 世帯

世帯当たりCO2排出量 4.6 t-CO2/世帯

2030年目標：エネルギー消費量削減率 50%

2030年目標：ZEH達成世帯数（開発予定世帯数） 75 世帯

2030年目標：CO2排出量削減効果 171 t-CO2

2050年目標：CO2排出量削減効果 171 t-CO2
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（１）CO2排出量削減効果 ②ZEB関連

• ZEB関連施策である「②公共施設ZEB化」のCO2排出量削減効果を示す。
• 厚南会館と新庁舎はZEB （エネルギー消費量を0％以下まで削減）相当、その他の公共施設はZEB Ready
（エネルギー消費量50％減）相当を目指す。

②公共施設ZEB化

１）厚南会館ZEB化

算定方法：厚南会館のエネルギー種別消費削減量×CO2排出係数

灯油使用量（平成25年度） 1,527 L

A重油使用量（平成25年度） 12,000 L

LPガス使用量（平成25年度） 89 m3

電気使用量（平成25年度） 36,364 kWh

2030年目標：エネルギー消費量削減率 100%

2030年目標：CO2排出量削減効果 58.5 t-CO2

2050年目標：CO2排出量削減効果 58.5 t-CO2

２）新庁舎ZEB化

算定方法：庁舎のエネルギー種別消費削減量×CO2排出係数

灯油使用量（平成25年度） 11,320 L

LPガス使用量（平成25年度） 222 m3

電気使用量（平成25年度） 160,139 kWh

2030年目標：エネルギー消費量削減率 100%

2030年目標：CO2排出量削減効果 124.6 t-CO2

2050年目標：CO2排出量削減効果 124.6 t-CO2

３）その他の公共施設の省エネ化（エネルギー消費量50％削減）

算定方法：厚南会館・庁舎以外のエネルギー種別消費削減量×CO2排出係数

灯油使用量（平成25年度） 56,729 L

A重油使用量（平成25年度） 283,156 L

LPガス使用量（平成25年度） 636 m3

電気使用量（平成25年度） 2,869,550 kWh

2030年目標：エネルギー消費量削減率 10%

2050年目標：エネルギー消費量削減率 50%

2030年目標：CO2排出量削減効果 261.2 t-CO2

2050年目標：CO2排出量削減効果 1,305.9 t-CO2

2030年目標：CO2排出量削減効果　小計 444.3 t-CO2

2050年目標：CO2排出量削減効果　小計 1,489.0 t-CO2
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（１）CO2排出量削減効果 ③再エネ新規開発関連

• 「④再エネ新規開発」のCO2排出量削減効果を示す。
• 本事業では、農地を所有している農業者による営農型太陽光発電（垂直型）の実施想定している。
• 下図の条件で農地１ha当たりの予想発電量を試算し、CO2排出量削減効果を算定した。なお、１ha当たりの
太陽光パネル容量は281kWと試算された。

農地面積当たりの予想発電量の試算条件

④再エネ新規開発

１）営農型太陽光発電

算定方法：予想発電量[kWh]×CO2排出係数[t-CO2/kWh]

農地面積当たりの予想発電量 246,601 kWh/ha

田耕地面積（令和3年度） 3,470 ha

畑耕地面積（令和3年度） 2,150 ha

2030年目標：田耕地への導入目標割合 1%

2030年目標：畑耕地への導入目標割合 1%

2050年目標：田耕地への導入目標割合 5%

2050年目標：畑耕地への導入目標割合 5%

2030年目標：田耕地への導入面積 35 ha

2030年目標：畑耕地への導入面積 22 ha

2050年目標：田耕地への導入面積 174 ha

2050年目標：畑耕地への導入面積 108 ha

2030年目標：予想発電量 13,858,998 kWh

2050年目標：予想発電量 69,294,988 kWh

2030年目標：CO2排出量削減効果 8,218 t-CO2

2050年目標：CO2排出量削減効果 41,092 t-CO2

出所：厚真町作成
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（１）CO2排出量削減効果 ④スマート物流ならびにカーシェアリング関連

• 運輸部門における施策である「⑥スマート物流推進」と「⑦カーシェアリング推進」のCO2排出量削減効果を示す。
• スマート物流推進では、貨物自動車のクリーンエネルギー自動車（CEV）への転換を削減効果として見込んでい
る。

• 「⑦カーシェアリング推進」では、公用車をカーシェアリング用の自動車として活用する想定であることから、公用車の
CEV転換を削減効果として見込んでいる。なお、公用車は2040年まで2022年度現在の公用車の台数（20
台）と同数のCEV転換を目指す想定である。

⑥スマート物流推進

算定方法：貨物自動車1台当たりのCO2排出量[t-CO2/台]×CEV転換目標台数[台]

貨物自動車によるCO2排出量（2019年度） 7,182 t-CO2

貨物自動車台数（2019年度） 1,568 台

貨物自動車1台当たりのCO2排出量 4.6 t-CO2/台

貨物自動車台数推計値（2050年度） 1,599 台

2030年目標：貨物自動車のCEV転換目標割合 30%

2050年目標：貨物自動車のCEV転換目標割合 100%

2030年目標：CEV転換目標台数[台] 480 台

2050年目標：CEV転換目標台数[台] 1,599 台

2030年目標：CO2排出量削減効果 2,197 t-CO2

2050年目標：CO2排出量削減効果 7,324 t-CO2

⑦カーシェアリング推進

算定方法：旅客自動車1台当たりのCO2排出量[t-CO2/台]×公用車CEV導入目標台数[台]

旅客自動車によるCO2排出量（2019年度） 5,461 t-CO2

旅客自動車台数（2019年度） 2,684 台

旅客自動車1台当たりのCO2排出量 2.0 t-CO2/台

2030年目標：公用車CEV導入目標台数 10 台

2050年目標：公用車CEV導入目標台数 20 台

2030年目標：CO2排出量削減効果 20 t-CO2

2050年目標：CO2排出量削減効果 41 t-CO2
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（１）CO2排出量削減効果 ⑤脱炭素農業ならびに森林再生関連

• CO2吸収に関する「⑧脱炭素農業推進」と「⑨森林再生エリア」におけるCO2吸収効果を示す。
• 「⑧脱炭素農業推進」では、農地に投入する肥料を化学肥料から有機肥料に切り替えた場合のCO2吸収効果を
算定しており、「⑨森林再生エリア」では森林施業を維持することによって2021年現在の森林吸収量効果（町有
林と私有林のみを対象）が継続すると仮定して2030年、2050年目標を設定した。

• 森林によるCO2吸収効果を将来にわたって2021年度の水準を保つには、現在の森林施業が今後も維持されるこ
とが前提であり、林業の体制を維持するための取組が重要となる。

⑧脱炭素農業推進

算定方法：耕地において化学肥料の使用に伴い発生するN2O[t-CO2]

　　　　　ー　耕地において有機肥料の使用に伴い発生するN2O[t-CO2]

化学肥料の使用に伴い発生するN2O（2019年度） 557 t-CO2

全農地に有機肥料を使用した場合に発生するN2O 309 t-CO2

2030年目標：有機肥料を使用する農地の割合 5%

2050年目標：有機肥料を使用する農地の割合 25%

2030年目標：農地におけるN2O発生量 544 t-CO2

2050年目標：農地におけるN2O発生量 495 t-CO2

2030年目標：CO2吸収効果 12 t-CO2

2050年目標：CO2吸収効果 62 t-CO2

⑨森林再生エリア

算定方法：（炭素蓄積量（2021年度）[t-C]－炭素蓄積量（2019年度）[t-C]）

　　　　　÷（2021－2019）×（44÷12）

炭素蓄積量（2021年度）：道有林（参考） 5,143 t-C

炭素蓄積量（2021年度）：町有林 119,805 t-C

炭素蓄積量（2021年度）：私有林 617,860 t-C

炭素蓄積量（2021年度）：合計 742,807 t-C

炭素蓄積量（2019年度）：道有林（参考） 5,130 t-C

炭素蓄積量（2019年度）：町有林 116,509 t-C

炭素蓄積量（2019年度）：私有林 594,195 t-C

炭素蓄積量（2019年度）：合計 715,834 t-C

CO2吸収量（2021年度）：道有林（参考） 23 t-CO2

CO2吸収量（2021年度）：町有林 6,043 t-CO2

CO2吸収量（2021年度）：私有林 43,386 t-CO2

CO2吸収量（2021年度）：合計 49,451 t-CO2

2030年目標：CO2吸収効果（町有林・私有林） 49,428 t-CO2

2050年目標：CO2吸収効果（町有林・私有林） 49,428 t-CO2
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（２）CO2排出量削減効果のまとめ

• 各取組の2050年目標を達成した場合のCO2排出削減量・吸収量の効果を下図（上段）に示す。再エネ新規
開発（営農型太陽光発電）と森林吸収の効果が大きな割合を占めており、2050年には約2.8万t-CO２のカー
ボンマイナスになることが見込まれる。

• 目標達成時の2030年度・2050年度のけるCO2排出量を下図（下段）に示す。政府の中間目標である2030
年度の目標（2013年度比46％減）も達成することが見込まれる。

排出部門・分野別CO2排出量と施策によるCO2排出削減量・吸収量（2050年度）

産業部門（製造業）

産業部門（建設業・鉱業）

産業部門（農林水産業）

業務その他部門

家庭部門

運輸部門（自動車）

運輸部門（鉄道）

廃棄物分野

①既存住宅ZEH化

②公共施設ZEB化

③ゼロカーボンビレッジ構築
（新規街区開発）

④再エネ新規開発
（営農型太陽光発電）

⑥スマート物流推進

⑦カーシェアリング推進

⑧脱炭素農業推進

⑨森林再生エリア

74.8

カーボンマイナス

-27.8千t-CO2

2013年度比
81.7%削減

2013年度比
130.0%削減

BAU
74,825

BAU
78,591

2013年
（基準年）

施策実施後
排出量

16,995

2030年
（中間目標年）
【国の中間目標年】

政府の中間目標
2030年46％削減

単位：t-CO2

目標排出量：
実質０

目標排出量
50,015

本町
基準排水量
92,621

（本町エネルギー転換部門、
船舶部門を除いた排出量）

施策実施後
排出量

-27,799

各取組によるCO２排出量削減効果の試算結果（目標年度別）

2050年
（最終目標年）

出所：厚真町作成

出所：厚真町作成
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• 営農型太陽光発電（通称：ソーラーシェアリング）とは、農地の上で営農と太陽光発電を両立する事業であり、
実施にあたっては農地法に基づく一時転用許可が必要になる。

• 一般的に、発電事業者は売電収入の一部を、地権者には地代、営農者には耕作支援金として還元する事業形
態が多く、農業振興に資する取組とされている。地区単位などの大規模な取組になると、地区内の発電事業者か
ら地域支援金を徴収して基金化し、地域の環境保全活動や地域活性化の取組に還元している事例（千葉県
匝瑳市）もある。

• 営農型太陽光発電の導入目標について、国は具体的な目標設定を行っていないが、政策提言等を行う業界団
体の「一般社団法人ソーラーシェアリング推進連盟」では、国内農地に対して2030年に１％程度、2050年に
５％の導入を目標としている。「④再エネ新規開発」の2030年・2050年目標はこの目標に準拠している。

（参考）営農型太陽光発電について

営農型太陽光発電の制度概要

発電事業者

営農者地権者
地域協議会・
基金等

地域支援金

耕作支援金

地代（発電事業目的）

地代
（耕作目的）

電力会社

売電収入

営農者にとって
安定収入となる

大規模な取組になると
実現可能性が高まる

営農型太陽光発電の事業形態例

出所：厚真町作成

営農型太陽光発電に関連する目標設定

出所：各種情報より厚真町作成

出所：農林水産省「営農型太陽光発電設備について」

https://www.maff.go.jp/j/nousin/noukei/totiriyo/attach/pdf/einogata-39.pdf

・2030年までに国内農地の１％程度に導入
（国内の発電電力量の４％程度を担う）
・2050年までに国内農地の５％程度に導入
（国内の発電電力量の20％程度を担う）

一般社団法人
ソーラーシェアリング
推進連盟

再エネ発電を活用して地域の農林漁業の発展
を図る取組を行う地区の再エネ電気・熱に係る
収入等の経済規模600億円(令和5年度)

農山漁村再生可能
エネルギー法の基本
方針（※）

※正式名称は「農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能エネルギー電気の発電の

促進による農山漁村の活性化に関する基本的な方針」
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出所：農林水産省「農林水産分野における温暖化対策 農地による炭素貯留について」

https://www.maff.go.jp/j/council/seisaku/kikaku/goudou/13/pdf/data3_3.pdf

• 農地に投入する肥料を化学肥料から有機肥料に切り替えることで、農地に炭素貯留の効果が生まれる。この効
果は、CO2吸収効果としてJ-クレジット制度を通じて収益化することが可能である。なお、2023年2月時点で農地
に関するJ-クレジット制度の対象活動は、バイオ炭の施用のみである。

• また、農林水産省が策定した「みどりの食料システム戦略」では、有機農業の取組面積を日本の農地面積の
25％（100万ha）まで拡大することを目標としており、「⑧脱炭素農業推進」における2050年目標はこの目標
に準拠している。

（参考）農地におけるCO2吸収効果について

出所：農林水産省「みどりの食料システム戦略」（令和3年5月）

https://www.maff.go.jp/j/kanbo/kankyo/seisaku/midori/attach/pdf/index-10.pdf

農地管理による炭素貯留について

有機農業の取組面積拡大に向けた取組
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５．取組の実現可能性
（施策費用の簡易評価）
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（１）取組の実現可能性の確認（施策費用の簡易評価）にあたっての考え方

• 町全体で実現を目指す取組のうち、ゼロカーボン・ビレッジ内において中心となる２つの取組（③ゼロカーボンビ
レッジ構築、⑤マイクログリッド構築）を構成する具体的な施策は、１：VPPによる再エネ地産地消、２：マイク
ログリッドの構築・運用、３：ZEH住宅地の開発と整理できる。

• 以降では、それぞれの施策を実現するためのビジネス上の仕組み（施策に係る主要な主体とそれぞれの主体間
の財・サービス及びお金の流れ。以下、「事業スキーム」という。）を整理したうえで、それぞれの施策を実施する際
に町が負担することになる費用（国・道の補助金や民間資本を活用する可能性もある）の概算額を確認する。

• なお、施策費用の試算条件は（２）のCO2排出量削減効果の試算条件を踏襲する。

⑨

⑦

➁

③

⑥

➁⑤

⑤

（⑥）

⑤

VPPによる再エネ地産地消

施策１

マイクログリッドの構築・運用

施策２

ZEH住宅地の開発

施策３

施策費用の簡易評価の対象事業

※①、④、⑧は特定のエリアを限定せず実施。

①既存住宅ZEH化
町内の住宅について、太陽光発電（屋根設置）、蓄電池
等によりZEH化を推進。

④再エネ新規開発
農地、遊休地等において太陽光発電を中心とした、地域受
容性が高い再エネ電源を整備。

⑥スマート物流推進
令和5年度から実施予定の実証実験の結果も踏まえ、町
南部、北部に拠点を整備しスマート物流の仕組みを構築。

⑤マイクログリッド構築
上厚真地区の新規住宅街区開発、市街地エリア等におい
てマイクログリッド（配電事業）を実施。

実現を目指す取組 取組の概要

③ゼロカーボンビレッジ構
築（新規街区開発）

町内上厚真地区における新規住宅街区開発を実施。約
80戸程度でのZEH化等を進め、移住・定住促進とゼロカー
ボンの両立を実現。

②公共施設ZEB化
町庁舎の建替、厚南会館にて先行的にZEB化実施。効果
等を確認しつつ他の公共施設の大規模修繕時にZEB化推
進。

⑦カーシェアリング推進
令和5年度から実施予定の実証実験の結果も踏まえ、町
内市街地を中心としたカーシェアリングの仕組みを構築。

⑨森林再生 町内北部山林からの間伐材の有効活用を促進。

⑧脱炭素農業推進
民間バイオマス発電施設からの液肥の利用やバイオ炭等を
活用した脱炭素農業を推進。

出所：厚真町作成
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（２）事業スキームの整理――施策１：VPPによる再エネ地産地消

■事業スキーム

①再エネ地産地消とVPPの実現

• ゼロカーボン・ビレッジ内で必要な再エネ由来の電力をゼロカーボンビレッジ内で生み出して活用するには、ゼロカーボ
ン・ビレッジ内の住宅（下図の需要家B及び需要家C）全戸において、太陽光発電設備を設置し、各戸の電力
需要は、可能な限り、各戸で発電して賄うことが必要となる。なお、太陽光発電は日中しか発電できないため、夜
間の電力需要を賄うために蓄電池も各戸に併設し、太陽光発電が日中の各戸の電力需要を超えて発電した電
力は蓄電池に蓄電して、夜間に消費する。

• また、太陽光発電が蓄電池の容量を超えて発電した電力については、原則として、日中にゼロカーボン・ビレッジ内
の再エネが不足する住宅に供給するが、日中にそのような住宅が無い場合には、その電力の環境価値を付与した
電力が、小売電気事業者経由で夜間にゼロカーボン・ビレッジ内の再エネが不足する住宅に供給される仕組みを
構築する。これにより、ゼロカーボンビレッジ内で必要な電力をゼロカーボンビレッジ内で再エネ由来の電力として生み
出し、消費する仕組みを実現する。

②ゼロカーボンビレッジ内の電力供給を補うゼロカーボン・ビレッジ外の太陽光発電の発電所の整備

• 住宅に設置可能な太陽光発電設備及び蓄電池の設備容量は、実際には、物理的な限界がある。特に最も電
力需給が逼迫する12月においては、各戸に設置可能な設備のみでは各戸の電力需要全量を賄うことは困難であ
ることから、ゼロカーボン・ビレッジの外の敷地（下図の民有地A）にもゼロカーボン・ビレッジ内に再エネ由来の電力
を供給するための太陽光発電の発電所を設ける。ゼロカーボン・ビレッジ内の住宅では、自らの住宅に設置した太
陽光発電が発電した電力のみでは需要を賄えない場合、その不足分は、まずは、その太陽光発電の発電所から
供給を受けることとなるが、それでも不足する再エネ由来の電力については、①で述べた仕組みで供給を受ける。

③PPAのスキーム活用による各家庭の経済的負担抑制

• ゼロカーボン・ビレッジ内の住宅に、太陽光発電設備と蓄電池を設置するにあたっては、各家庭の経済的負担を抑
制するために、PPAのスキームを利用する。これにより、太陽光発電設備と蓄電池の設置及び維持管理に係る費
用はその全額をPPA事業者が拠出するため、各家庭での経済的な負担は発生しない。各家庭では、自らの住宅
の屋根に設置した太陽光発電が発電した電力を蓄電池を活用しながら各家庭の電力需要にあわせて消費し、そ
れでも不足する再エネ由来の電力は小売電気事業者から供給を受けることとなる。

P
P

A

事
業
者

特
定
卸
供
給
事
業
者
（V

P
P

）

小
売
電
気
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自家消費分の電気料金
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需要家C

（公営住宅）

余剰電力

自家消費分の電気料金

公営住宅の
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民有地Aでの
オフサイトPPAの契

約需要家

余剰電力

余剰電力の買取料金

余剰電力

余剰電力の買取料金

民有地Aの賃料 契約需要家に提供した電気の

電気料金

民有地A
の所有者

VPPによる再エネ地産地消を実現する事業スキーム

出所：厚真町作成
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（２）事業スキームの整理――施策１：VPPによる再エネ地産地消

■事業スキーム実現のポイント

①ゼロカーボンビレッジ内に電力を供給する主体との連携

• 前頁の再エネ地産地消を実現するには、ゼロカーボンビレッジ内の住宅に電力を供給する役割を担う主体と町が連
携し、ゼロカーボンビレッジ内で生み出された電力が原則としてゼロカーボンビレッジ内に供給されるルートと構築する
ことが必要となる。

• ゼロカーボンビレッジ内の住宅に電力を供給する役割を担う主体と町が連携するパターンは、主に、下図の2パター
ンとなる。パターン１は、ゼロカーボンビレッジ内の住宅に電力を供給する役割を担う主体同士がすでに連携し、1つ
の共同事業体を組成しているパターンとである。パターン２は、そのような共同事業体は組成せず、各主体それぞれ
が独立して各役割を担っているパターンである。町は、パターン１では、共同事業体と、パターン２では、各主体と
連携し、前述のゼロカーボンビレッジ内にゼロカーボンビレッジ内で生み出された電力が供給されるルートを確保する。

厚真町

SPC/コンソーシアム
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パターン１ パターン２

• 1つの事業者又は企業グループと包括的に連携することで、ゼロ

カーボンビレッジ内の需要家への電力供給ルートを押さえる。

• 上記SPC-コンソーシアムの事業範囲が広く、事業者は少ないが、

行政の調整コストは少なくて済む。

• 小売電気事業者及び特定卸供給事業者と連携することで、ゼロ

カーボン・ビレッジ内の需要家への電力供給ルートを押さえる。

• 事業者は多数存在するため、連携先を見つけやすいが、行政の

調整コストはパターン1よりも発生する。

出所：厚真町作成
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（２）事業スキームの整理――施策１：VPPによる再エネ地産地消

電力需給状況 値
内訳）

供給量 713,039kWh/年

需要量 247,265kWh/年

再エネ不足量 0kWh/年

再エネカバー率 100% 導入設備に必要な土地面積
（ゼロカーボン・ビレッジ外）

値

ゼロカーボン・ビレッジ外に
設置する太陽光発電

240kW

上記太陽光発電の設置に必要な
土地面積

3,000㎡

導入設備の容量 値
太陽光発電 690kW

内訳）
ゼロカーボン・ビレッジ内に

設置可能な太陽光発電
450kW

ゼロカーボン・ビレッジ外に
設置する太陽光発電

240kW

導入設備の容量 値
蓄電池 600kWh
内訳）

ゼロカーボン・ビレッジ内に
設置する蓄電池

600kWh

■再エネ地産地消を実現するための太陽光発電及び蓄電池の設備容量

①ゼロカーボン・ビレッジ内の電力需給状況の見込み（推計値）

• ゼロカーボン・ビレッジ内の住宅各戸の電力需要量と各戸に設置する太陽光発電の発電量を季節別に1日単位で
推計すると下図のとおりとなる。特に12月は、日射量が少なく、太陽光発電の発電量が小さい一方で、電力需要
量は多いため、1年を通じて最も電力需給が逼迫することが想定される。

出所：厚真町作成

②太陽光発電及び蓄電池の必要な設備容量（推計値）

• 1年の中で最も電力需給が逼迫する12月であっても、1日の電力需要量を日中の太陽光発電の発電量で賄うた
めには、太陽光発電は690kW分、蓄電池は600kWh分の設備を導入することが必要となると推計される。

• 施策3「ZEH住宅の開発」で整備するZEH住宅の屋根には6kW分の太陽光発電を設置することを想定している
ことから、前述の690kWのうち、450kW分はゼロカーボンビレッジ内に設置が可能である。一方で、残りの240kW
分については、ゼロカーボンビレッジ外に3,000㎡の敷地を確保することが必要となる。

• なお、ゼロカーボンビレッジ外に設置することとなる太陽光発電240kW分の電力については、水素の活用により代
替していく可能性も想定される。

• 蓄電池については、1戸あたり8kWh分の蓄電システムを各戸の屋内に設置することを想定する。

出所：厚真町作成※電力需給状況の推計に際して設定した前提条件は次頁参照

※設備容量の推計に際して設定した前提条件は次頁参照
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（２）事業スキームの整理――施策１：VPPによる再エネ地産地消

■前頁の推計に際して設定した前提条件

項目 値 単位 備考

需要量
需要カーブの原単位

床面積

住宅 121.5 ㎡
社会生活統計指標－都道府県の指標－
2022より北海道の着工新設持ち家住宅の床
面積(１住宅当たり)の値を採用。

需要量原単位

住宅 34 kWh/㎡/年

一般社団法人北海道消費者協会の「令和 3 
年度 北海道家庭用エネルギー消費実態調査
（2021 エコファミリー省エネアンケート）報告書
（概要版）」に基づき設定。

戸数

住宅 75 戸
上厚真ゼロカーボンヴィレッジ構想図に基づき設
定。

土日祝日の日数

土日の日数 104 日/年 1年間の週数は52週、週2日休みと想定。
祝日の日数 16 日/年 毎年16日と想定。

ZEHの省エネ効果
1次エネルギー消費量削減効果 20 % ZEHの定義に基づく。

太陽光発電
単位

出力1kWの太陽光パネルの大きさ 10 ㎡
有効面積

敷地面積・屋根面積に対する有効面積の割合 80 %
損失係数

損失係数 0.85
設置容量

住宅1戸あたりの設備容量 6 kW
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（２）事業スキームの整理――施策２：マイクログリッドの構築・運用

■事業スキーム

①一般送配電事業者の配電網を利用

• ゼロカーボン・ビレッジ内でマイクログリッドを構築する際に利用する配電網は、一般送配電事業者の配電網を利用
することを想定する。なお、非常時にマイクログリッドを発動する際に基幹系統から切り離す地点は、今後の一般送
配電事業者との協議により決定する。

②非常時の体制構築のための平常時のビジネス――ゼロカーボン・ビレッジにおける配電事業

• マイクログリッドが発動されるのは非常時であり、非常時のビジネス（非常時に電力を供給することで対価を収受で
きること）を想定して、平時から設備投資や人材を確保し続けることは現実的ではないため、平時のビジネスで得ら
れる収入の一部を非常時の投資に回すことが必要となる。

• 非常時にマイクログリッドを運用する事業者が平時に収入を得られる事業構造とするには、マイクログリッド化する配
電網を通じて託送供給することに対する対価を収受する形が考えられることから、非常時にマイクログリッドを運用す
る主体が、ゼロカーボン・ビレッジ内を対象とした配電事業を実施することが考えられる。その事業スキームは、下図
のとおりとなる。町と連携している小売電気事業者は一般送配電事業者に託送料金を支払う代わりに、配電事
業者に託送料金を支払うこととなる。配電事業者はその託送料金収入の一部を非常時に備えた投資に回すことと
なる。
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出所：厚真町作成
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（２）事業スキームの整理――施策３：ZEH住宅地の開発

■事業スキーム

①官民連携事業受託者によるエリア開発事業

• 町は、ゼロカーボン・ビレッジの予定地を現在の地権者から購入した後、その土地を公募により選定した官民連携
事業受託者に売却する。官民連携事業受託者は、町との取り決めの下、その土地の開発を行い、ZEH住宅を
75戸分、建築し、65戸分は、ゼロカーボン・ビレッジに居住を決めた一般市民に販売する。また、残りの10戸分は、
町の子育て支援ZEH住宅（公営住宅）とすることから、町が買い戻して所有したうえで、ゼロカーボン・ビレッジに
居住を決めた公営住宅の借り手に賃借する。

②エリア開発に対する町の意向の反映方法

• ①の手法は最もシンプルで行政コストが最小になる方法だが、官民連携事業受託者に開発行為を一任すると、
町の意向がエリア開発に反映されない可能性がある。そのような事態を回避するため、町は、官民連携事業受託
者の公募時において、町が目指したいゼロカーボン・ビレッジの姿や最低限の要求事項を可能な限り明確に示すと
共に、ゼロカーボン・ビレッジの予定地を官民連携事業受託者に売却する際に必要な取り決めを締結する。また、
官民連携事業受託者選定後は、官民連携事業受託者が考える開発の方向性と町の考えるゼロカーボン・ビレッ
ジの姿にずれが生じないよう定期的に官民連携事業受託者とコミュニケーションをとる機会を持つ。
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ZEH住宅地の開発に係る事業スキーム

出所：厚真町作成
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（２）事業スキームの整理―最終的に目指したい姿：施策１～３を統合した「エリアマネジメント」

■町が最終的に目指したい事業スキーム――エリアマネジメント

• ゼロカーボンビレッジ内に居住する市民が必要とするサービスは電力以外も多様なサービスが存在する。そのような
多種多様なサービスを一括してゼロカーボンビレッジ内に居住する市民に供給する方法として、前述の施策１から
施策３を包含する形で、エリアマネジメントという手法を採用したい。エリアマネジメントでは、地域の持続的な価値
向上を目指し、住民や事業者、行政などが連携して一つのサービス事業体を組成して事業を行う。エリアマネジメン
トのサービスの内容や提供主体は、地域特性によって異なるが、ゼロカーボン・ビレッジにおいては、町全体で実現を
目指す取組のうち、 ③ゼロカーボンビレッジ構築、⑤マイクログリッド構築が中心となることから、エリアマネジメントを
行う中心的な主体は、官民連携事業受託者及び小売電気事業者等のエネルギーサービス会社が想定される。

エリアマネジメントの事業スキーム

出所：厚真町作成
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（２）事業スキームの整理―最終的に目指したい姿：施策１～３を統合した「エリアマネジメント」
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■エリアマネジメントのサービスモデルと持続可能性の確保のポイント

• エリアマネジメントのサービスモデルは、エリアマネジメントを行う主体が直接、住民にサービスを提供するモデル（下
図の類型１）と住民へのサービス提供はエリアマネジメントを行う主体とは別の専門の事業者が行うモデル（下図
の類型２）に整理できる。いずれの類型となっても、エリアマネジメントの持続可能性を確保するには、地域ニーズ
に即したサービスの提供とそれに対する安定的かつ定常的な収入の確保を両立させることが必要となる。

エリアマネジメントの2つのサービスモデル

出所：厚真町作成
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【参考】エリアマネジメントの実践例―一般社団法人荒井タウンマネジメント（仙台市）

■一般社団法人荒井タウンマネジメント（仙台市）

①経緯

• 荒井東地区は、平成27年12月に開通した地下鉄東西線の東のターミナル駅である荒井駅の南側に位置し、
平成21年度より組合施行の土地区画整理事業による基盤整備が行われている。

• 平成25年1月、区画整理組合や民間企業により、まちをつくるための組織である「荒井東まちづくり協議会」
が設立された。協議会は、「まちづくり計画」を策定し、基本方針として①仙台海手のゲートウェイにふさわしい
交流･賑わいづくり、②自然共生と先端技術による低炭素なエコタウンづくり、③地域と連携する仙台東部の
減災拠点、④高齢社会での安全安心な暮らしを支えるコミュニティづくり、⑤まちの持続的な発展に向けた地
元･民間･市による協働まちづくりの５つを掲げ、まちづくりを進めることとした。

• ・平成25年5月、まちづくり協議会の会員を中心として、まちを育てる段階において推進主体となる「一般社
団法人荒井タウンマネジメント」が設立された。

②事業目的

• 荒井東地区の長期的な価値向上につながるまちづくりの持続的な推進

③主な取組み内容

• コミュニティ形成事業（マルシェ運営事業、コミュニティ支援事業）

• にぎわい創出事業（あらフェス（イベント）、映画「風のたより」製作）

• エコタウン事業（再エネ売電事業、エネルギーマネジメント事業）

• 官民連携事業

• 不動産事業

出所：仙台市公表資料

（http://www.city.sendai.jp/toshisaisesuishin/kurashi/machi/kaihatsu/toshikekaku/toshisaise/toshisaise/documents/toshisaisei

seibikeikaku_henkou2_araihigashi.pdf）

【荒井東地区の概要図】

http://www.city.sendai.jp/toshisaisesuishin/kurashi/machi/kaihatsu/toshikekaku/toshisaise/toshisaise/documents/toshisaiseiseibikeikaku_henkou2_araihigashi.pdf
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（３）施策費用の試算結果

■施策費用の試算の考え方

• （２）の事業スキームを踏まえると、施策１から施策３のうち、施策２を実現するための設備は、地域マイクログ
リッド事業者が一般送配電事業者から貸与を受けることが前提となるため、町が施策２のために設備投資を行うこ
とは想定されない。したがって、以降では、施策１及び施策３の施策費用を試算した結果を整理する。

①施策１「VPPによる再エネ地産地消」

• 施策１の実現に必要な設備投資は、太陽光発電（ゼロカーボンビレッジ内の住宅各戸に設置する分及びゼロ
カーボンビレッジ外の敷地に設置する分）及びゼロカーボンビレッジ内の住宅各戸に設置する蓄電池が想定される。

• （２）で試算した設備容量を整備するために要する費用と町の負担額（※）は下表のとおりで、町の負担額
（※）は、太陽光発電と蓄電システムの合計で、約20.8億円となる。

項目 値 単位 備考

整備する設備容量
太陽光発電

住宅設置分 6 kW/戸 75戸分で計450kWを想定。

ゼロカーボンビレッジ外敷地設置分 240 kW
（2）で推計した690kWのうち、上記450kW
を超過する分。

蓄電池

住宅設置分 9.1 kWh

最低限必要な1戸あたり設備導入量は8kWhで
あるため、その基準を満たす市販の蓄電システム
として、ここでは、左記の設備容量の蓄電池を導
入することを想定。

設備投資の基準単価
太陽光発電

住宅設置分 261 千円/kW
「令和５年度以降の調達価格等に関する意見
（調達価格等算定委員会）」の2022年の平
均価格を設定。

ゼロカーボンビレッジ外敷地設置分 236 千円/kW 同上。
蓄電池

住宅設置分 4,321.9 千円/戸 蓄電池メーカーの希望小売価格を設定。
設備投資額

太陽光発電
住宅設置分 117,450 千円 設備容量×基準単価により試算。

ゼロカーボンビレッジ外敷地設置分 56,640 千円 同上。

蓄電池
住宅設置分 2,949,697 千円 同上。

町の負担額（※）
太陽光発電

住宅設置分 78,300 千円 補助率は設備投資額の2/3と想定。

ゼロカーボンビレッジ外敷地設置分 37,760 千円 同上。

蓄電池
住宅設置分 1,966,465 千円 同上。

町の負担額の総計
太陽光発電＋蓄電池 2,082,525 千円

※実際には国・道の補助金や民間資本を活用することも想定される。
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（３）施策費用の試算結果

②施策３「ZEH住宅地の開発」

• 施策３で発生する投資は、ZEH住宅の整備費用である。

• ZEH住宅の整備に要する費用（太陽光発電及び蓄電池の整備に要する費用は除く）と町の負担額（※）は、
下表のとおりで、町の負担額（※）は、子育て支援ZEH住宅10戸分の整備費用全額の約3.6億円と、それ以
外のZEH住宅（65戸分）の整備に際して交付する補助金総額の約3,600万円で、合計約4.0億円となる。

項目 値 単位 備考

整備するZEH住宅の基礎情報
戸数

ゼロカーボンビレッジ EAST 19 戸
上厚真ゼロカーボンヴィレッジ構想図に基づき設
定。

ゼロカーボンビレッジ WEST 56 戸 同上。
1戸あたりの敷地面積

ゼロカーボンビレッジ EAST 386 ㎡/戸 同上。

ゼロカーボンビレッジ WEST 333 ㎡/戸 同上。

1戸あたりの床面積

1戸あたりの床面積 121.5 ㎡
社会生活統計指標－都道府県の指標－
2022より北海道の着工新設持ち家住宅の床
面積(１住宅当たり)の値を採用。

ZEH住宅整備費用の基準単価

土地価格 6 千円/㎡
国土交通省地価公示（標準地の住所：勇払
郡厚真町字上厚真２１３番３）に基づく。

土地造成費 10.5 千円/㎡ 傾斜なしの場合。国税庁が定める金額に基づく。

住宅建築費 240 千円/㎡ 大手ハウスメーカーの床面積あたりの価格。

確認申請業務費 500 千円/戸
建設コンサルティング会社へのヒアリング調査に基
づく。

ZEH住宅整備費用

土地価格 155,892 千円

土地造成費 272,811 千円

住宅建築費 2,187,000 千円

確認申請業務費 37,500 千円

ZEH住宅整備費用 2,653,203 千円

町の負担額（※）

子育て支援ZEH住宅（10戸分）の
整備費用

360,290 千円
上厚真ゼロカーボンヴィレッジ構想図に基づき、ゼ
ロカーボンビレッジ EASTに10戸分を整備するこ
とを想定。

上記以外のZEH住宅（65戸分）の整備に関する補
助金

35,750 千円
地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（脱炭素
地域づくり事業）の交付要綱で定められる値を
準用し、1戸あたり55万円と想定。

町の負担額の総計
子育て支援ZEH住宅（10戸分）の整備費用
＋上記以外のZEH住宅（65戸分）の整備に
関する補助金

396,040 千円

※実際には国・道の補助金や民間資本を活用することも想定される。
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６．各取組の実現に向けて
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（１）事業実現に向けた課題（１/2）

• 本町において９つの取組の実現を目指すにあたり、障壁となる課題について整理を行った。なお、経済性の課題
については再エネ全般におけるものである点、また、事業の前提条件等でも大きく異なるため、ここでは特出して扱
わないこととした。

導入（推進）にあたっての課題

技術面 制度面 その他

①既存住宅ZEH化
• 太陽光発電導入の際に屋根の
形状や構造によって、パネル設
置が困難な場合がある。

• ZEHの達成度合の評価を実
施したい場合、どのように行う
か。

②公共施設ZEB化

• 建物の規模しだいで、ZEB達
成に向けて必要以上（過剰）
に省エネ設備等の導入が必要
な場合がある。

• 純粋水素型の燃料電池等を
導入する場合、安定した水
素供給の仕組みが必要とな
る。

③ゼロカーボンビレッジ構築
（新規街区開発）

• 別のエリアで水素を作り、当該
エリアで活用する場合、効率
的・安定的に水素を運搬する
手段を確保する必要がある。

• 純然たるゼロカーボンエリアの
構築を目指す場合、町が連
携する小売電気事業者には、
エリア内の各需要家向けに再
エネ100％の電気料金メ
ニューを新設してもらうことが
必要となる。また、エリア内の
需要家には、当該電気料金
メニューでの契約を求める必
要がある。

• 構築したモデルを町内の他の
エリアにも広げていく道筋を明
確にする必要がある（特定エ
リアのみの脱炭素化推進とし
ない）

• エリアマネジメントのサービスを
導入、持続的に維持しようと
する場合、サービス適用の範
囲を拡大する必要がある
（当該エリアだけでは経済規
模が小さすぎる可能性が高
い）

④再エネ新規開発

• 木質バイオマスの暖房利用時の
灰の処理を利用者や周辺環境
へ配慮した形で行う必要がある。

• 将来的な木質バイオマスの発
電を検討する場合、安定した
チップ等の供給の仕組みが必要
となる。

• 営農型太陽光発電実施の際
は、発電設備が設置されても安
定的に営農が行われる環境を
確保する必要がある（例：垂
直型パネルの設置による農作
業環境の確保）

• 円滑な再エネの導入を図って
いく際に「地域脱炭素化促進
事業の対象となる区域」（再
エネ導入促進区域）等の設
定を検討していく必要がある。

• 営農型太陽光発電実施の
際は、発電設備の支柱の基
礎部分の土地に対して、農
地の一時転用許可が必要と
なる。

• 水素やアンモニアを製造しよう
とする場合、製造工程におけ
る脱炭素を考慮していく必要
がある。

• 営農型太陽光発電で売電
する際は電力系統の空き容
量を確保する必要がある。

⑤マイクログリッド構築

• 配電事業実施の場合、一般送
配電事業者等と連携して構築
していく必要がある。

• 災害時等に、独立運用する際
の手順、運用方法等を明確に
する必要がある（開閉器の操
作、グリッド内電源の操作、復
電の操作等）。

• 「分散型エネルギーシステムへ
の新規参入のための手引き」
等に従い、実施してく必要が
ある。

• 電気自動車を非常用電源の
一部として活用しようとした場
合、車両の充放電マネジメン
トシステム等の仕組みが必要
となる。

出所：厚真町作成
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出所：厚真町作成

導入（推進）にあたっての課題

技術面 制度面 その他

⑥スマート物流推進
• ドローンの安全性を確保する
必要がある（特に、雨天、雪
天の際等に注意が必要）。

• 航空法の規制をクリアする必
要がある（総重量200g以
上のドローンは国交省の許可
を得て、かつ飛行できる区域
に制限もある）

⑦カーシェアリング推進

• スマートフォン等の媒体を持た
ないがサービスを利用したい人
への対応方法を検討する必要
がある。

• 電気自動車を非常用電源の
一部として活用しようとした場
合、車両の充放電マネジメント
システム等の仕組みが必要と
なる。

• 充電ステーションの整備
• 利用者のモラル（利用終了
時の清掃等）を周知していく
必要がある。

• 電動キックボード、電動アシス
ト自転車等、ニーズに応じた
サービスの充実を図る必要が
ある。

⑧脱炭素農業推進

• 安定した性状の液肥、バイオ
炭を持続的に作ることができる
か。

• 将来的な、大規模農業に対
応できる国産の電気式農業
用機械の開発が急がれる。

• 農業用機械が普及した場合
の農地での自家消費型の太
陽光発電設置に向けた更な
る規制緩和（農地の一時転
用許可）と、関係者の制度
への理解が必要となる。

• 液肥等、有機肥料の利用に
対する農業従事者、消費者
の意識を上げていくいく必要
がある。

• 農業用機械が普及した場合
の農地での自家消費型の太
陽光発電設置が必要となる。

⑨森林再生

• 路網の復旧を進めていく必要
がある。

• 崩壊斜面への再造林において
は通常と比べて難易度が高い
ため、対策が必要がある。

• 林業の担い手を確保するため
の仕組みづくりが必要となる。

全般
• 町民、特に次世代を担う若い世代の脱炭素への意識をどう高めてもらうか。
• 民間企業にどう継続的に本町の脱炭素のまちづくりに協力してもらうか。
• 脱炭素ならびに関連するまちづくり政策推進のための庁内体制をどう構築していくか。

（１）事業実現に向けた課題（２/2）
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（２）事業実現に向けたスケジュール（ロードマップ）

• 本町としての2030年度までの各取組実現に向けたスケジュールは以下のとおりとする。
• 特に、技術面や事業モデル構築の面で課題の大きいものについては、民間との連携、また、北海道庁や国の支援
も受けつつ実証研究等を行いながら、実装を目指していく必要がある。

出所：厚真町作成

令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度
令和112年度

（2030年度）

①既存住宅ZEH化【官主導→民主導】

実証研究

②公共施設ZEB化【官主導】

③ゼロカーボンビレッジ構築（新規街区開発）【官民連携】

④再エネ新規開発【民主導】

⑤マイクログリッド構築【官民連携】

⑥スマート物流推進【官主導→民主導】

⑦カーシェアリング推進【官主導→民主導】

⑧脱炭素農業推進【民主導】

⑨森林再生【官主導→官民連携】

順次導入

設計・施工 共用開始

ドローンによる実証実験 （実証実験も踏まえて）事業化

EVによる
実証実験

民間のバイオマス発電事業構築期間 液肥利用

随時実施（ZEBready）

■役場庁舎

■厚南会館

■その他

設計・施工 共用開始

事業者選定
一部供用
開始設計・施工 共用開始

随時実施（導入）

調整検討、調整完了しだい実施

（実証実験も踏まえて）事業化

バイオ炭生成・利用の実証実験→バイオ炭利用

建替、改修等を行う公共施設での間伐材利用

木質ペレットストーブや薪ストーブの導入推進
（ペレット・薪ストーブ等の購入補助を実施）
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７．参考情報
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頁 索引 用語 用語解説 参考文献

12 A CASE
C=コネクテッド、A=自動運転、S=シェアリング、E=電動化と呼ばれる自動車分野
の４つの技術革新のこと。

国土交通省「令和元年版交通政
策白書」

12 ESG投資

企業が社会に対し責任を負うEnvironment（環境）・Social（社会）・
Governance（企業統治）に配慮しているかを重視・選別して行なう投資のこと。
ESG評価の高い企業は事業の社会的意義、成長の持続性など優れた企業特性を
持つ。

大和証券株式会社HP
https://www.daiwa.jp/produ
cts/fund/201802_ev/esg.ht
ml

12 GX
「グリーントランスフォーメーション」の略。温室効果ガス排出削減に向けた取組を経済
の成長機会と捉え、経済社会システムの全体の変革を行うこと。

経済産業省「GXリーグ基本構想」

21 HEAT20 一般社団法人 20年先を見据えた日本の高断熱住宅研究会の略称。
HEAT20 HP
http://www.heat20.jp/index.
html

27 MaaS
Mobility as a Service。複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを最適に組
み合わせて、移動の利便性向上や地域の課題解決にも資する重要な手段となるも
の。

国土交通省HP
https://www.mlit.go.jp/sogo
seisaku/japanmaas/promotio
n/

21 PPA

Power Purchase Agreement（電力販売契約）。PPA事業者が、需要家施
設の屋根や遊休地を借り、発電設備を設置し、所有・維持管理をした上で再エネ
由来電力を需要家へ供給する。需要家には設備投資の初期費用が発生せず、資
産保有をすることなく再エネ利用が実現できる。需要場所に発電設備を設置するオ
ンサイトPPAと、需要場所から離れた場所に設置するオフサイトPPAがある。

環境省HP
https://ondankataisaku.env.
go.jp/re-start/howto/03/

12 RE100
企業が自らの事業の使用電力を100％再エネで賄うことを目指す国際的なイニシア
ティブ。

環境省HP
https://www.env.go.jp/earth
/re100.html

12 SDGs
持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）。
世界共通の目標て、17のゴールと169のターゲット（達成基準）から構成される。

農林水産省HP
https://www.maff.go.jp/j/sh
okusan/sdgs/about_sdgs.ht
ml

12 TCFD
気候関連財務情報開示タスクフォース（Task Force on Climate-related 
Financial Disclosures）。2015年、G20からの要請を受け、金融安定理事会
により設置された。

経済産業省HP
https://www.meti.go.jp/polic
y/energy_environment/globa
l_warming/disclosure.html

30 VPP
バーチャルパワープラント。エネルギーリソースを制御することで、発電所と同等の機能
を提供すること。

経済産業省HP
https://www.enecho.meti.go
.jp/category/saving_and_ne
w/advanced_systems/vpp_d
r/about.html

6 ZEB
年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロとすることを目指した建築物のこと。削減
割合から４つのランクに分けられる。

資源エネルギー庁「ＺＥＢロードマッ
プ検討委員会 とりまとめ」

6 ZEH 年間の一次エネルギー消費量の収支がゼロとすることを目指した住宅。
資源エネルギー庁「ＺＥＨの定義
（改定版） ＜戸建住宅＞」

24 あ行 営農型太陽光発電
農地に支柱を立てて上部空間に太陽光発電設備を設置し、太陽光を農業生産と
発電とで共有する取組。

農林水産省HP
https://www.maff.go.jp/j/sh
okusan/renewable/energy/ei
nou.html

6 か行 カーシェアリング
自動車の新しい利用形態として、1台の自動車を複数の会員が共同で利用するた
めに組織的に運営されるもの。

公益財団法人交通エコロジー・モビ
リティ財団Hp
http://www.ecomo.or.jp/env
ironment/carshare/carshare_
top.html

45 環境価値
再生可能エネルギー電源からの電力が、電気そのものの価値の他に持つ、二酸化
炭素を排出しないという価値のこと。証書を活用することで、環境価値を取り出して
売買が行われる。

東京都環境局HP
https://www.meti.go.jp/polic
y/energy_environment/globa
l_warming/ggs/index.html

（１）用語の解説（1/2）
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頁 索引 用語 用語解説 参考文献

12 か行 グリーン成長戦略
2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略。
産業政策・エネルギー政策の両面から、国として高い目標と具体的な見通しを示し
ている。

経済産業省HP
https://www.meti.go.jp/polic
y/energy_environment/globa
l_warming/ggs/index.html

16 さ行 再生可能エネルギー

有限で、いずれ枯渇が予想される石油などの化石燃料と異なり、自然現象の中で
得られるエネルギーのことを言う。「エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源
の利用及び化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律」においては、
「太陽光、風力その他非化石エネルギー源のうち、エネルギー源として永続的に利用
することができると認められるものとして政令で定めるもの」と定義されており、政令にお
いて、太陽光・風力・水力・地熱・太陽熱・大気中の熱その他の自然界に存する
熱・バイオマスが定められている。

資源エネルギー庁HP
https://www.enecho.meti.go
.jp/category/saving_and_ne
w/saiene/renewable/outline/i
ndex.html

6 ゼロカーボンシティ
2050 年に温室効果ガスの排出量又は二酸化炭素を実質ゼロにすることを目指す
旨を公表した地方自治体。

環境省「2050 年 ゼロカーボンシ
ティの表明について」

24 た行
地域エネルギー事業
体

地域の実情に即して様々に展開されるエネルギーサービスを地域の経済成長、災害
時のエネルギーセキュリティ強化、温暖化対策等に向けて活用していこうとする「地域
エネルギー事業」を推進していく母体。

12 調整力
供給区域における周波数制御、需給バランス調整その他の系統安定化業務に必
要となる電力需給を制御するシステムその他これに準ずるものの能力。

電力広域的運営推進機関
調整力等に関する委員会「調整力
等に関する委員会
中間取りまとめ」

12 特定卸供給事業
発電事業者を除く電気の供給能力を有する者に対し、経済産業省令で定める方
法により集約した電気を、小売電気事業等の用に供するための電気として供給する
事業。特定卸供給事業者をアグリゲーターとも呼ぶ。

資源エネルギー庁「アグリゲーター制
度の設計」

12 な行
日本版コネクト&マ
ネージ

系統接続の考え方や運用方法を見直し、一定の条件の下で、系統への電源の接
続を認め、既存系統を最大限活用できるようにする仕組み。

資源エネルギー庁HP
https://www.enecho.meti.go
.jp/category/saving_and_ne
w/saiene/grid/08_syuturyok
useigyo.html

20 は行 バイオ炭
燃焼しない水準に管理された酸素濃度の下、350℃超の温度でバイオマスを加熱
して作られる固形物。木炭や竹炭が該当する。バイオ炭として土壌に施用することで、
炭素の大気中への放出を減らすことが可能になる。

農林水産省HP
https://www.maff.go.jp/j/sei
san/kankyo/ondanka/biochar
01.html

12 配電ライセンス
レジリエンス強化等の観点から、特定の区域において、一般送配電事業者の送配
電網を活用して、自ら面的な運用を行うニーズが高まっているため、新規参入の事
業者等が、配電系統の運用ができるように国から認可を受ける制度。

資源エネルギー庁「配電事業ライセ
ンスについて」

12 パリ協定
京都議定書に代わる、2020年以降の温室効果ガス排出削減等のための新たな
国際枠組み。

外務省HP
https://www.mofa.go.jp/mof
aj/ic/ch/page1w_000119.ht
ml

58 分散型エネルギー
比較的小規模で、かつ様々な地域に分散しているエネルギーの総称であり、従来の
大規模・集中型エネルギーに対する相対的な概念。

資源エネルギー庁「分散型エネル
ギーについて」

6 ま行 マイクログリッド
一定の地域において、地域内の再エネ電源をメイン、各種システムを組み合わせて
供給する自立的に電力供給可能な小規模電力系統。

資源エネルギー庁「地域マイクログ
リッド 構築のてびき」

31 木質ペレット

森林の育成過程で生じる間伐材や端材などの再生可能な資源である木材を取り
扱いやすい燃料にしたもの。木質ペレットを燃やす時に出る二酸化炭素は、樹木が
成長する時に吸収した二酸化炭素だけであり、大気中の二酸化炭素を増加させな
い。

一般社団法人日本木質ペレット協
会HP
https://w-pellet.org/pellet-2/

12 モビリティ
もともとは移動のしやすさといった意味を持つ言葉。現在は、電気自動車などの移動
体の総称として活用されることも多く、自動運転、小型無人機（ドローン）等様々
なモビリティに係る制度改革、データ連携の強化に取り組まれている。

首相官邸成長戦略ポータルサイト
https://www.kantei.go.jp/jp/
singi/keizaisaisei/portal/index
.html

12 や行 容量市場
将来必要な供給力（kW）を効率的に確保する市場。将来必要な供給力を予め
確保することにより安定供給を確保し、電力取引価格の安定化を実現する。

電力広域的運営推進機関HP
https://www.occto.or.jp/cap
acity-
market/shikumi/capacity-
market.html

12 ら行 レジリエンス
強靭性、回復力の意味を持つ。まちづくり等の分野では災害対応力強化といった
「強靭化」等の意味で用いられる場合が多い。

電力広域的運営推進機関「電力レ
ジリエンス等に関する小委員会 用
語集」

（１）用語の解説（２/2）
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（２）補助金情報（国の助成制度）

事業名 実施団体
本計画における
主たる補助対象

集合住宅の省CO2化推進事業 環境省 ZEH

戸建住宅ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）化等支援事業 環境省 ZEH

地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への自立・
分散型エネルギー設備等導入推進事業

環境省 ZEB

建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業 環境省 ZEB

民間企業等による再エネ主力化・レジリエンス強化促進事業 環境省 PPA

需要家主導による太陽光発電導入促進補助金 経済産業省 太陽光発電

蓄電池等の分散型エネルギーリソースを活用した次世代技術構
築実証事業

経済産業省 蓄電池

脱炭素社会構築に向けた再エネ等由来水素活用推進事業 環境省 水素

水素社会実現に向けた革新的燃料電池技術等の活用のための
研究 開発事業

経済産業省 水素

デジタル田園都市国家構想交付金 経済産業省 スマート物流

脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業 環境省 電気自動車

グリーンエネルギー自動車・インフラ導入促進補助金 経済産業省 電気自動車

みどりの食料システム戦略推進交付金 農林水産省 営農型太陽光発電
バイオ炭の農地施用

森林・林業・木材産業グリーン成長総合対策 林野庁 木材需要の拡大支援

• ここでは、本町が実現を目指す９つの取組において、現時点で活用可能性のある国の支援事業についての情報をまと
めた。なお、実際の活用にあたっては、各支援事業の所管官庁への詳細確認が必要となる。



67

出所：環境省HP https://www.env.go.jp/earth/42021_00002.html

（２）補助金情報 ①ZEHに関する情報
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出所：環境省HP https://www.env.go.jp/earth/42021_00002.html

（２）補助金情報 ②ZEBに関する情報
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出所：環境省HP https://www.env.go.jp/earth/42021_00002.html

（２）補助金情報 ③PPAに関する情報



70

（２）補助金情報 ④太陽光発電、蓄電池に関する情報

出所：経済産業省HP https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2023/pr/energy.html
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（２）補助金情報 ⑤水素に関する情報

出所：経済産業省HP https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2023/pr/energy.html

出所：環境省HP https://www.env.go.jp/earth/42021_00002.html
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出所：経済産業省資料 https://www.meti.go.jp/policy/economy/distribution/deliveryrobot/230124_yosan.pdf

（２）補助金情報 ⑥スマート物流に関する情報
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出所：経済産業省HP https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2023/pr/energy.html

出所：環境省HP https://www.env.go.jp/earth/42021_00002.html

（２）補助金情報 ⑦EVに関する情報
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出所：農林水産省資料 https://www.maff.go.jp/tohoku/press/keiei/kigyo/attach/pdf/220907-12.pdf

（２）補助金情報 ⑧脱炭素農業に関する情報
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出所：林野庁HP https://www.rinya.maff.go.jp/j/rinsei/yosankesan/5gaisan.html

（２）補助金情報 ⑨森林再生に関する情報
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（２）補助金情報（北海道の助成制度）

事業名 実施団体
本計画における
主たる補助対象

地域づくり総合交付金（省エネルギー・新エネルギー振興事業） 北海道庁総合政
策部

太陽光発電、バイオマス発電、蓄
電池

新エネルギー設計支援事業 北海道庁経済部 太陽光発電、バイオマス発電、地
中熱ヒートポンプ

新エネルギー設備導入支援事業 北海道庁経済部 太陽光発電、バイオマス発電、地
中熱ヒートポンプ

地域バイオマス利活用促進事業 北海道庁環境生
活部

バイオマス発電

林業･木材産業構造改革事業（木質バイオマス利用促進施設の整
備）

北海道庁水産林
務部

ペレット製造

地熱資源利用促進事業費補助金 北海道庁経済部 地中熱ヒートポンプ

ゼロカーボン地域プロジェクト支援事業（ゼロカーボン・モビリティ導入
支援事業）

北海道庁経済部 蓄電池、電気自動車

ゼロカーボン地域プロジェクト支援事業（ゼロカーボン・イノベーション導
入支援事業）

北海道庁経済部 スマート物流（大学等の研究機関
が保有する実用化目前の先端技
術）

地域新エネルギー導入加速化調査支援事業 北海道庁経済部 カーシェアリング事業（実証実験及
び事業の可能性を調査するための
事業）

• ここでは、本町が実現を目指す９つの取組において、現時点で活用可能性のある北海道の支援事業についての情報
をまとめた。なお、各支援事業は令和４年度に実施された内容であり、実際の活用にあたっては、各支援事業の所管
官庁への詳細確認が必要となる。
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（２）補助金情報 ①新エネルギーに関する情報

出所：
北海道庁HP
https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/kke/sene/jhoseiseidoichiran.html

北海道庁経済部HP
https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/kke/sene/policy.html
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（２）補助金情報 ②バイオマス・ペレット・熱利用に関する情報

出所：
北海道庁HP
https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/kke/sene/jhoseiseidoichiran.html

北海道庁経済部HP
https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/kke/sene/policy.html



79

（２）補助金情報 ③電気自動車・先端技術・実証実験に関する情報

北海道庁経済部HP
https://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/kke/sene/policy.html
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厚真町ゼロカーボン・ビレッジ構築計画書
令和５年３月

厚真町まちづくり推進課復興推進グループ
〒059-1692 北海道勇払郡厚真町京町120番地

本計画は厚真町が北海道庁の「ゼロカーボン・ビレッジ構築支援事業費補助金」を活用し
作成したものです。


